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平成 30 年 7 月豪雨で被災した被保険者に係る 

診療報酬明細書情報の第三者提供の取扱いについて 

 

 

平成 30年 7月豪雨で被災した被保険者に係る診療報酬明細書情報の第三者提

供の取扱いについては、国民健康保険団体連合会において、個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年５月 30 日法律第 57 号）を踏まえ、以下の点に留意しつ

つ、口頭又は文書により提供しても差し支えない。 

 

記 

 

１．本人の同意 

 診療報酬明細書等に記載されている本人が第三者提供について同意してい

ることを、診療している医師等の第三者を介して確認する等の適切な方法に

より確認すること。 

 なお、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年５月 30 日法律第 57 号）「人

の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるとき」は本人の同意は不要であること。 

 

２．本人が閲覧しないことの確認 

 本人が傷病名等を知ることによって診療上支障が生じる場合があることか

ら、診療報酬明細書等については、本人が閲覧しないよう、診療を行う医師

等に対して直接提供すること。 

 

３．照会への対応状況の記録 

 診療報酬明細書等の提供を行った医療機関等、医師、年月日、提供情報の

概要等について、記録すること。  



（参考） 
 

○ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）（抄） 

 

（第三者提供の制限） 

第２３条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を

得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じ

て当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合で

あって、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り

得る状態に置いているときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提

供することができる。 

一 第三者への提供を利用目的とすること。 

二 第三者に提供される個人データの項目 

三 第三者への提供の手段又は方法 

四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止する

こと。 

３ 個人情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更

する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置か

なければならない。 

４ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用

については、第三者に該当しないものとする。 

一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱い

の全部又は一部を委託する場合 

二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 

三 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共同

して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目

的及び当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あら

かじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

５ 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する利用する者の利用目的又は個人データ

の管理について責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容に

ついて、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければな

らない。 

 


